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現代インドの経済成長と

農村社会の変容

柳津 悠 
1.問題の所在:インド経済成長をめぐる議論
インドの経済が，年平均 6パーセント以上を超える成長率を長期にわ
たって維持していることは，周知の通りである。第 1表に示すように， 
1947年の独立以来1970年代末までは平均 3パーセント台の成長率が続い
たが， 1980年代に入って 6パーセント前後の水準に到達し，その水準は 
21世紀に入っても維持されている。世界的には インドは長期にわたっ
て高度成長を続けている国になったといっていいであろう。南アジアの
歴史に即していえば，インド経済の「離陸過程」が，開始されていると
みてよいであろう。
第 1表インドのGDP成長率(%) 
1951-55 3.6 1956-59 3.6 
1960-64 5.0 1965-69 2.9 
1970-74 2.3 1975-79 3.6 
1980ー84 5.7 1985-89 6.0 
1990-94 5.0 1995-99 6.5 
200ひイ)5 6.0 
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1980年代からのインドは，経済政策の上でも大きな転換点を迎えた。 
1991年を画期とする経済自由化政策への転換である。インドは，独立以
来，公営部門が主導する，政府統制的な性格をもっ輸入代替工業化政策
を採ってきた。鉄道・航空，兵器産業，航空機製造，鉄鋼業，重電機は
じめ重要な産業分野は公営部門のみが新規企業を設立できる部門として
留保され，民間部門による新設や工場の拡張が認められる分野でも政府
による認可(ライセンス)を必要とした。厳しい外国為替管理の下で，
外国貿易は厳しく制限され，輸入が許可された品目に関しても，数量制
限や極めて高率の輸入関税が課され，その輸入には政府による認可を必
要とした。外国人による持ち株比率は40パーセントを超えることはでき
ず，海外からの技術導入も政府による認可を必要とした。
こうした対外閉鎖的で国内競争制限的な政策体系は， 1980年代以降少
しずつ緩和されたが全面的な政策の転換は1991年を待たなくてはなら
なかった九この年，政府は，公企業による独占分野を民間に開放し，
工場の新設・拡張などへの規制や認可制度を廃し，外国貿易の制限を大
幅に緩和して原則的に自由化し，外資の持ち株制限も緩和し，外資の積
極的導入を図る政策に転換した。外国との技術提携は，自動的に承認さ
れるようになった。 
1991年以降の経済自由化政策によって外資を含めた民間投資の活発化
により経済が活性化し，特にIT産業に見られるような新たな主導的産
業の急成長により中間層が成長し 中間層の消費需要に牽引される形で
現在の高度成長がもたらされているといっ理解は 主流的な見解といっ
1 )韓国や台湾など東アジアの新興独立国などの多くも，それぞれの国民経済の
形成のために，こうした輸入代替工業化政策を1950年代以降採用してたが，
それらの多くは早期に輸出振興政策をも採用するなど，国内産業に対する国
内的国際的な競争的環境が作られていった。インドの場合には，なぜ，こう
した海外との競争的環境が1980年代に至るまで長く準備されなかったかにつ
いて， Chibberの研究は興味深い考察を行っている (Chibber2003)。 
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ていいだろう(絵所 1996)。独立以降のネル一時代に始まるインドの国
家主導，国家介入型の輸入代替工業化政策は，非効率で停滞的な経済を
もたらした政策体系と見なされるにいたり 基本的には国家による市場
への介入を抑制し国際市場との結合を強める親市場的な政策体系こそが，
インドの経済の成長をもたらという理解が広がった。
こうした新古典派的な見解は，インドの経済史研究においても提起さ
れた。その代表をなすTirthankarRoyは，自由貿易はインド経済の発
展に貢献したと考え 特に1865年から 1914年までの時期のインドの農業
は，国際市場との結合の利益を享受して，年 1パーセントの成長を遂げ
たという。これに対比して，国際貿易に強い制限を課した独立インドは，
貿易によって得られうる利益を享受しなかった。 Royによれば，確かに
独立後のインド経済は経済成長を行ったが，独立後の製造業における総
要素生産性の成長率は，独立前の時期と比べて低下しており，その低下
は独立後の国際競争を排除した政策の否定的な結果であるという 2)。
しかし，経済成長の原動力を親市場主義的な経済政策の採用に求める
見解は，近年強い批判にさらされている。著名な政治学者のAtulKohli 
(2006)は，親市場主義的な解釈はいくつかの重要な現象を説明できな
い，という。第一にインドの経済成長が， 1991年の経済自由化よりも十
年も早く開始していることである。第二に 改革の鍵であった工業生産
の増大率は，改革後に加速しなかっただけでなく， 1980年代と比較する
とむしろ後退する傾向を示した。第三に，インド政府の政策の結果であ
ればインド中のすべての地域で基本的には同様な方向の変化が生じるは
ずなのに，州問で変化はかなり異なることである。さらに，国際的にみ
るとインドの世界経済への開放の程度は他の国ほど大きくはないが，よ
り深くグローパル化をした地域(例えば ラテン・アメリカやサブサハ 
2) Roy 2004.この見解に対する批判は， Yanagisawa 2006. 
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ラ・アフリカ)での経済成長はインドほど良好でない。また，インドの
経済成長の初発条件というべき 1980年前後の経済条件とくに工業部門は
国際的にみて強固であったこと，また対外債務の程度も低かったという
事情を考慮すべきである。 Kohliは ジョセフ・ E・ステイグリッツな
ども指摘するように，ワシントン・コンセンサスが多くのところで非常
によい結果をもたらしていないことは次第に明らかとなっており，イン
ドに関しても親市場的解釈は間違っており，経済成長の失敗や成功にお
ける政府の役割について新たな理解を提示する必要があるという。 
Kohliは， 1980年代からのインドにおける政府の役割の変化に注目す
る。インド政府は，それまでの親左翼的で反資本主義的政策から，経済
成長を優先する親企業的な政策に転換した。この新しい政策は，国家の
市場介入を抑制して最小にしようとする政策ではなく，むしろ非常に介
入的である。経済成長を国家の目的とし，労働階層を抑制しつつ資本家
を支援し，経済ナショナリズムを動員し，保護された国内市場と輸出市
場向けの生産活動に企業を誘導する，韓国など東アジア諸国型の政策で
ある，という (Kohli2006)。
こうした批判に対して， Panagariya (2004)は，第一に1980年代の
成長は変動が激しい脆弱なものであったこと しかもインド国内外から
の借入に基いて行った財政支出の増大による成長であるため非持続的な
成長であったが， 1990年代のそれはより安定的で持続的であったこと，
第二に，経済改革は， 1991年以降のように組織的全面的ではないものの， 
1980年代にはすでに開始されており 1980年代の経済成長にはこのすで
に始まった経済自由化が重要な役割を果たしていること，を主張した。
一方，インドの経済成長率の転換点に関する計量経済学的分析も，自
由化政策への転換を経済成長のエンジンとして捉える見解に疑問を提示
する。 Balakrishnanet al.(2007)は，次のように指摘する。 (1)1950年
以降のGDPの成長率の転換点をもとめれば， 1978-79年に 1回だけであ 
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る。 (2)農業は， 1964-65年を転機に成長率が加速する。この上昇には「緑
の革命Jと共にそれ以前の濯概の拡大が寄与しているだろう。 (3)製造業
の成長率のブレイクは， 3回あり，最初のものは 1960年代半ばであり，
この時には成長率の低下がみられた。次は 1982-83年で，成長率は上昇
し，第 3回目は 1994-95年で成長率は低下した。 1982-83年の第 2回目の
ブレイクが最も重要であるが それはGDP成長率の転換点の後に生じ
ており，製造業成長率の加速化がインド経済全体の成長率の加速化をも
たらしたのではない，ということを示している。 (4)第 3次産業の金融・
保険・サービス部門の貢献が重要である。 Wallack(2003) も， 1980年
代の改革は，インドの経済成長を促進したことは事実であるが，農業・
製造業やサービスなど最も重要なセクターの拡大率に影響を与えたとい
う証拠は乏しいという。
すでに， Chandrasekhar (1996)は， I経済自由化が投資を促進した
結果工業が成長した」というような関連は実証できないこと，工業ブー
ムは投資主導ではなく消費主導で生じたことなどを指摘してきたが， 
Balakrishnanらの分析は，経済成長を経済自由化に起因させる説を批判
する， Chandrasekharの議論を支持するものといってよい。
こうした現代インドの経済成長の原動力を親市場的改革に求める見解
への批判的見解の展開と関係して，植民地期を含む20世紀全体のインド
の経済成長についても，新たな見解が展開されるに至った。そのきっか
けをなしたのは， 1900年以降現在までのインドの経済成長率の推計が 
Sivasubramonianによって刊行されたことであった (Sivasubramonian 
2000)0 ~ayyar (2006)は， 20世紀全体を見た場合の経済成長の第 lの
転換点は 1951年前後にあり，第 2の転換点は 1980年前後であるが，前者
の1950年代の転換点は後者よりず、っと重要である。植民地期の極めて低
い成長率と比して， 1950年代以降のインド経済の成長率は，東アジア諸
国よりは低いもののアフリカよりは高く，労働者一人当たりの実質成長 
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率は世界の平均に近い。 1980年代からの成長率の加速化はそれ以前の30
年間の政策や公共行動の累積が重要な役割を果たしていると主張し，植
民地の状態から独立した 1950年 ~80年の時期のインド経済の成長を再評
価することを主張した。
こうして，インド経済の高度成長の基本的な推進力を親市場的な政策
体系の採用に求める見解を維持することは非常に困難な状況にあると
いってよいだろう 3)。特に 経済成長が新たな飛躍を開始した1980年代
の経済成長の解明は 長く国際的に見て停滞的な経済と見なされていた
インド経済の「離陸」の基本的な推進力を解明する重要な作業といわね
ばならないが，その課題はまだ基本的に達成されていないのである。 
1I.農業部門・農村地域の発展と非農業雇用・就業の増大
こうした研究状況の中で，本稿が注目するのは，農業生産や農村地域
の社会経済的な変容が1980年代からの高度成長に及ぼした影響である。
日本の中では，すでに藤田幸一氏が，バングラデシュの経済発展に関し
て農業部門の発展が重要な前提となっていることを指摘し(藤田2005: 
第 1章)，さらに日本南アジア学会の全国大会の口頭報告においてイン
ド経済に即して農業部門や農村市場の重要性を指摘している4)。
インドの中では，すでに1992年にGaneshKumad土，インドのGDPの
転換点は1981-82年にあること この成長率のブレイクは第 l次産業の
成長率のブレイクによって誘発されたと思われること，第 2次，第 3次
産業がこれに次いだことを明らかにした (Kumar1992)。こうした，農 
経済成長の推進力としての農業部門の重要性) (1 
3)この議論については，絵所秀紀 2008参照。 
4 )藤田幸一「インドの農村変容とその国民経済的インプリケーション」日本南
アジア学会・第四回全国大会 (2006年10月8日，京都大学)，全体シンポジウ
ム「巨像よ，どこえゆくーインドをみるさまざまな視点j報告。 
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業のおける成長率の上昇がGDPの成長率のブレイクを誘発したという
認識は，前述のBalakrishnanet al.(2007) も追認するところである。 
Dholakiaは，農業における近代的投入財の増大が農業セクタ}の成長率
の上昇の重要な要因である，としている (Dholakia2007)。 
Sastry et al.(2003)による投入産出分析による農業，工業，サービス
の3部門間の関係の分析は非常に興味深い事実を明らかにしている。 3
部門間の生産リンケッジでは，農業部門の 1単位の生産増大のために必
要な工業部門からの産出物は 1968-69年の0.043から1993-94年の0.140
に増大し，他方，工業のー単位に必要な農業部門生産物の比率は0.127
から0.035へと低下した。他方農村所得が工業品への需要に及ぼす影
響(需要リンケッジ)については，農業生産の増大(それによる農村所
得の増大)がもたらす工業製品への需要の変動が計算されている。これ
によれば， 1単位の農業生産の増大は， 1968-69年には0.087単位の工業
製品の需要増大を帰結したが， 1993-94年には0.297単位へと 3倍以上に
増大した。工業部門の増大による工業製品への需要は1.562から1.704へ
のわずかな増大にとどまり サービス部門への需要は0.237から0.457へ
と約 2倍化した。かくて 工業部門の農業部門及びサービス部門への依
存は， 1990年代には1970年代や1980年代よりも大きくなったという。 
Sastryらは，さらに回帰分析の結果を加えて，農業・工業・サービスの 
3セクタ一間のリンケッジは強いこと 農業生産の上昇は工業製品への
消費的及び投資的な需要を増大させること，こうして引き起こされる工
業の拡大がサービスへの需要を増大させること，こうして経済の全体的
な拡大への波及効果は 直接的な影響よりも大きいことを明らかにした。
具体的には， 1パーセントの農業生産の下落は，工業生産の0.52パーセ
ントの下落を引き起こし 工業部門の下落の効果を含めてサービス部門
の0.24パーセントの下落を引き起こす。これら 3部門の合計は， GDP 
の0.52パーセントの下落に帰結する。同様に工業と輸出の lパ}セント 
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の下落は，それぞれGDPの0.34パーセントおよび0.1パーセントの下落
となる。
こうして，投入産出分析を通して彼らは， GDPにおけるサービス・
セクターのシェアの拡大にもかかわらず，農業部門は他部門とのリン
ケッジを媒介にしてインド経済全体の成長の重要な規定要因であり続け
ていること， 1960年代には主として生産のチャネルを通してであったが， 
1990年代には主として需要チャネルを媒介とすること，農業のGDPに
おける比率は低下したが，人口の 3分の 2を支える農業部門は，他の部
門特に工業部門に対する需要の面では 1993-94年にはその貢献をむし
ろ増大させたと結論づける 5)。つまり， 1980年代を通じて，農業部門が
その工業品への需要の増大を通じて工業部門の成長を促すという，農
業=工業のリンケージが形成され この関連は90年代も維持されたとみ
ることができょう。 
(2) 消費需要を媒介する農・工・サービス部門のリンケージ 
a)耐久消費財:インド応用経済学研究協会による調査を中心に
さて，この需要を媒介とする農工リンケージの具体的な内容は，何で
あろうか。 1980年代半ばから開始された インド応用経済学研究協会 
(lndian Council of Applied Economic Research [ICAER])による家
計調査 (1985年と1989年)は，耐久消費財の市場として最も顕著に拡大
したのは，都市ではなく農村市場であったことを明らかにしている。こ 
5)インドの綿工業については1985年から産業規制の自由化が始まるが，この過
程で躍進したのはパワールーム産業であった。パワールーム製品との競争を
受けて，大規模工場(ミル部門)は停滞・衰退していった。 T.Roy によれば，
ミル部門は都市の繊維製品市場の60パーセントを掌握していたが，農村地域
については 12~17パーセントしか掌握せず， r緑の革命J以降特に急速に拡大
する農村市場を掌握したのはパワールーム部門だったという (Roy1998)。こ
れも， 1980年代以降の経済成長のおける農村市場の意義を示唆する記述とし
て興味深い。 
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第 2表耐久消費財の農村市場の比率
農村市場 
の比率
1989-90年 1992-93年 1995-96年 1998-99年
75%以上
トランジス
ター/ラジオ
自転車
トランジス
ター/ラジオ
自転車
トランジス
ター/ラジオ
腕時計(機械式)
自転車
トランジス 
ター/ラジオ
腕時計(機械式)
白黒テレビ
50-75% 
自転車
モーターサイクル
卓上扇風機
ミシン
腕時計(機械式)
車上扇風機
ミシン
腕時計(機械式)
腕時計(クォーツ)
白黒テレピ
カセット・レ
コーダー
圧力釜
卓上扇風機
ミシン
腕時計(クォーツ)
カセット・レ
コーダー
圧力釜 
卓上扇風機
天井式扇風機
ミシン
腕時計(クォーツ)
モーターサイクル
30-50% 
モペット(原付
自転車)
白黒テレビ
カセット・レ
コーダー
圧力釜
天井式扇風機
腕時計(クォーツ)
モペット(原付
自転車)
モータ}サイクル
白黒テレビ
カラーTV
カセット・レ
コーダー
圧力釜
アイロン(電気)
天井式扇風機
モペット(原付
自転車)
モーターサイクル
アイロン(電気)
モベット(原付
自転車)
スクーター
カラーTV 
アイロン(電気)
ミキサー
20ー30%
スクーター
ミキサー
スクーター
ミキサー
スクーター
カラーTV 
VCR/VCP 
冷蔵庫 
10-20% 
カラーTV
冷蔵庫 
冷蔵庫 洗濯機 洗濯機
5-10% 洗濯機 VCR/VCP 
洗濯機 
なし なし
5%以下 VCR/VCP なし なし VCR/VCP 
出典:	National Council of Applied Economic Research，lndia Market Demographics 
Report，2002，Delhi. 
(627) 	 291 
現代インドの経済成長と農村社会の変容
の報告によれば， 1980年代後半に耐久消費財の消費と生産のブームが生
じたが，そのブームの際に農村の消費，特に低所得階層の消費が顕著に
増大した。農村で耐久消費財を需要した階層は，高度の教育を受けた層
でなく， Igraduatesで、もないj人びとだという。需要された耐久消費財
も，腕時計，自転車，ラジオが中心で，これらは非常に広く農村に浸透
しているという。背景には農村の各階層の所得の増大があるが，注目さ
れることは所得の増大に比して不相応のスピードで，消費のパターンが
変化して，耐久消費財が浸透していったことである。今後も，低所得層
の消費の変化の可能性が大きいだろうと推定している (Rao1993: 6)。
ちなみに， 1985年 ~1989年の 4 年間にテレビ所持世帯は 3 倍に，自転車
については1.6倍に ラジオについては1.4倍圧力調理鍋については約 
2倍，腕時については1.8倍に増大した。また， 1980年代に，農村の所
得分布は都市よりも改善した。
同じく ICAERが行ったその後の調査，Market Lザormation Survey of 
Households，1985一1996も同様の動向を指摘する。農村世帯(全世帯の 
71.7パーセント)が耐久消費財の52.2パーセントを所有しており，耐久
消費財の農村市場のシェアは都市より大きいし，農村市場は都市よりも
速く成長した (Natarajan1998: 2)。農村のテレビ(白黒)所有世帯は 
16パーセント(カラーは 3パーセント)であるが，電化された農村世帯
は34パーセントのみであるから，電化世帯の中でのテレビ所有世帯の比
率は50パーセントを超えることが推定される。インド農村の消費傾向の
変化は急速であるという (Ibid.:20)。都市・農村の耐久消費財の差異の
説明要因として，電化が42パーセントを占め，収入増大は31パーセント，
生活スタイルの変化は25パーセントから19パーセントに減った。
以上から， 1)農村地帯は，耐久消費財市場の過半を占め， 1980年以
降の耐久消費財需要については農村市場が都市市場以上の速さで拡大し
たこと， 2)そうした農村消費の耐久消費財の中心は自転車，ラジオ， 
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時計など耐久消費財としては安価なものであったが，次第にテレビや扇
風機，さらにはモーターサイクルなど高価な商品も農村地域に浸透して
いったこと， 3)その背景には農村地域の所得の増大が見られたこと，
特に1980年代には農村地域の所得分布の改善が都市部より顕著であり，
農村の低所得層の収入の増大が見られたこと， 4)農村階層の中でも最
も顕著に耐久消費財の消費を拡大したのは，低所得層であること， 5)
それらの階層は， I大学を出ていないJような人々であること， 6)所
得の増大の範囲を超えて耐久消費財を購入していると想定されること，
がわかる。 
1980年以降のインドの工業生産の内で，最も高い成長率を示したのは，
耐久消費財部門である。第 3表に示すように，耐久消費財生産は年率 
642/¥-セントの成長率に達しており，他の部門のそれを大きく超えて
いる。耐久消費財部門がインドの工業部門全体に占めるシェアは決して
大きくないが，生産財生産部門など関連の他部門への波及効果を考慮す
れば，最も活性度の高い部門として，インド工業発展を牽引する力の重
要な一翼を担っていたことは間違いないであろう。 
b)非耐久消費財とサービス
こうして耐久消費財については， NCAERによる詳細な調査によって，
第 3表 インド工業製品生産指数:用途別区分 (1980-81年=100) 
Basic 
Goods 
Capital 
Goods 
Interme-
diate 
Goods 
Consumer 
Goods 
Consumer 
Durables 
Consumer 
Non-
durables 
1997-98 337.3 382.2 277.4 273.3 642.0 228.7 
Weight 
(%) 
(1993-94) 
35.51 9.69 26.44 28.36 5.11 23.25 
出典:	Reserve Bank of lndia，Handbook of Statistics on lndian Economy，Mumbai， 
2000. 
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農村市場の重要性が明らかとなっているが 非耐久消費財やサービスへ
の需要については，十分な調査はない。本研究の目的は，こうした非耐
久財やサービスへの需要の変動を農村調査から明らかにすることにある。
第N章で検討しよう。 
(3) i緑の革命」と農村経済の変容:雇用・職を媒介とする農・工・サー
ビス部門の連関
このように， 1980年代以降のインドのGDPの高成長は，農業部門の
成長を背景とする農村地域における工業製品需要の増大を最も重要な推
進力のーっとして開始されたが それは農村地域におけるいかなる変化
によって可能になったであろうか。
第1に， 1970年代から80年代にかけて，インド農業における「緑の革
命Jによって農業生産の顕著な増大が見られたことは周知のことである。
農業生産の増大は 1980ー83年から1992-95年の聞にはそれ以前の時期よ
りも加速化し，それまでの農業停滞地域でも生産増大が顕著になるなど，
地域的にも多様化した。作物も， i雑穀Jから米や小麦への転換や，油
種子の増大が見られた。さらに，多くの地域で男子従業者一人当たりの
農業生産性の上昇が見られた。 Balla(1997)は，この労働生産性の上
昇は，もしそれが持続すれば，農業賃金の上昇のみならず，投入産出及
び消費のリンケッジを通じて，非農業部門の成長をもたらすであろうと
推定している。この農業生産の増大が，農村内の諸階層に所得の増大を
もたらした重要な要因であることは間違いないだ、ろう。とくに，農業経
営規模の大きな富農層の所得を増大させて，農村内の中間層としての地
位を上昇させた可能性があろう。それが農村地域における工業製品や
サービスへの需要の増大につながった可能性もあろう。
第 2に，農村地域における非農業部門の雇用や事業が顕著に増大したo 
Vaidyanathan (1994)によれば， 1970年代の末から80年代の末の10年 
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聞について，手紡包皮革業，陶器などの伝統的な農村工業は停滞した
が，ピーデイー製造，食品工業，繊維製品，陶器以外の非金属鉱物生産
が顕著に増大した。最も増大したのは，修理店である。ゴム，プラス
チック，化学，および金属製品などの近代的な産業への農村従事者も，
工業従事者全体以上の速さで増大する場合もあった。建築労働への従事
も，多くの地域でその増大が報告されている。おそらくレンガ製造を指
す「非金属鉱物製品Jの増大は，農村地域の需要によること，高収入階
層による需要や，消費晴好の変化が背景にあると， Vaidyanathanはい
う。修理従業者の増大は，交通の発展や，農業用・家庭用の近代的機器，
電器や電子機器の顕著な増大と関係している。また 交通の発展によっ
て工業が農村地域に工場を立地させる傾向もみられ，逆に農村地域から
都市の工場などに通勤する者も増大した という。こうして農村地域の
非農業従事者の比率は増大したが，その 7割はインフォーマル部門の就
業者である。 
Vaidyanathanは，こうして農業における機械の導入，農村世帯にお
ける消費形態の変化，交通の発達などを，農村地帯における非農業就業
や活動の増大を引き起こした要因としてあげている。そのほか， I緑の
革命jを通じて所得を増大させた農家による工業品やサーピスへの需要
の増大を主導要因とする説，農業生産の増大との関係を重視する説，都
市近接農村の非農業化や農村の都市化，都市への通勤など都市化の影響
を重視する説，道路などのインフラの改善や教育の普及を重視する説，
政府主導の公共事業の意義を強調する説など，多様な要因が非農業雇用
の増大の背景として挙げられており，研究者間の見解は一致していない。
この点も，後に村落調査を通じて検討し，非農業経済活動の活発化の要
因を考察したい。
第 3に，その結果，農村地域に居住しながらも，非農業分野の諸職業
に従事する人々の比率が増大した (Unni1998) 1980年代の雇用の増大0 
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は，第 1次産業部門が第 2次産業部門より大きく，第 3次産業部門の雇
用の増大は第 1次産業部門よりも大きかった。農業を中心とする第 1次
産業の従事者数は増大したが男性従業者はゆっくりと減少し，女性従
事者の増大がその減少を補って余りあるほど増大した。主としてイン
フォーマル部門からなる工業やサービス部門の非農業雇用が農村地域で
増大したことに対応して，農村部の男性労働力は，農業から非農業雇用
にシフトしていった。こうして，農村男子労働力の非農業部門就業の増
大，女子労働力の農業労働力としての就業の増大という形で，全体とし
ての農村における非農業部門への就業の増大が進行した。 Lanjouwら 
(2004)は， 1993-94年の時点で，インドの農村部において全世帯収入
の34パーセントが非農業部門からの収入であるという。ちなみに，農業
耕作からの収入は55パーセントで，農業賃金からの収入は 8パーセント
である。
農村地帯の世帯に即していえば，非農業雇用の全体的増大によって，
非農業部門に専業する世帯 あるいは農業に従事しつつ非農業収入をえ
る兼業世帯が増大する一方 女性の就業が増大するなど世帯内の就業者
数の増大が生じたといってよいだろう (Hansda2006)。これは，農村
居住世帯の中で，雇用や収入の側面で工業やサービス部門での就業が重
要な役割を果たすよつになったという点で，農・工・サーピスのセク
タ一関連関が新たな段階に到達した ということができょう。
第4に，こうした非農業部門の雇用・経済活動の拡大によって，農村
労働市場のタイト化が生じ，農業労働者の実質賃金が明確に上昇し始め
たことについては 研究者の見解は一致している。農業における実質賃
金率は， 1970年代の半ばから明確な上昇を始めた。 Lanjouwらの研究に
よれば，農業労働賃金の上昇は，農村における建築労働需要の比率と強
く相関していた。非農業雇用の増大は，農業賃労働者を農業から吸収し
て，農業労働賃金の上昇を引き起こしている。またこの研究は，農業労 
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働賃金の上昇が農業における労働生産性の上昇とも相関していることを
示して，農業生産の集約的発展が農業賃金の上昇と関連していることを
示唆している。また，この農業労働者の実質賃金の上昇が，インドの農
村貧困の削減に最も大きな貢献をしていることは，多くの研究者が同意
することである (Unni1998; Lanjouw 2004; Hansda 2006)。
以上， 1970年代以降の農村・農業経済にかかわる研究史の中から，イ
ンドの農村市場が耐久消費財を含むインドの工業発展にとって重要な
(おそらく最も重要な)市場として立ち現れるに至った要因と思われる
ものを検討してきた。繰り返せば， r緑の革命Jによる農業生産の増大
を起点として，農村内の非農業就業が増大し，農村における労働市場の
タイト化によって農業労働賃金水準が上昇した。その結果， (1)農村の経
済的下層階層をなす農業労働者階層の収入が増大し，さらに， (2)世帯内
に非農業就業者をもつことや兼業農業化することによって非農業就業収
入が追加されることによっても所得は上昇したし (3)世帯内の女性の就
業の増大による世帯収入の増大もあり得るであろっ。その結果，下層階
層を含む農村世帯の多くの世帯において，世帯の所得が増大し，工業製
品やサーピスへの購買力を増大させて 耐久消費財市場としての農村市
場の確立に貢献したことは間違いないであろう。このように考えると，
農業生産の増大を起点とする農業・農村経済の変容が，インド経済の離
陸や現代の成長を支える極めて重要な役割を果たしてきたことは，ほと
んど美是問のないところでろう。 
m.農村社会の社会経済構造の変容:階層的構造の弱化と消費パ
ターンの変動
このように，農業生産の発展を起点する農村経済の変容過程を経済的
要因に注目し検討してきたが この過程は同時に農村社会や村落社会の
社会的経済的構成が変容する過程でもあった。本稿が問題としたいとこ 
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ろは，農村市場がインドの工業の重要な市場となる過程と，村落社会の
社会的経済的関係が変容する過程とは密接に関連していたのでないかと
いう点である。たとえば，農村における非農業雇用の増大は農業労働者
賃金の上昇をもたらしたが このような一見すると「経済的なJ変化は，
雇用主である農業経営者に対して極めて隷属的な関係にあった，旧来型
の長期雇用の農業労働関係が崩壊してゆくという社会経済的な変動と，
相互に支えあうような関係ではなかったのだろうか。前述のVaidy-
anathanが指摘するように，農村地域における非農業的就業や活動の増
大は，農村の所得の増大ということと同時に，村民の消費内容の変動が
重要な要因となっていると想定されるが その消費内容は村落における
人々の社会的経済的な生活形態の変化と密接に関連しているはずである。
特に，インド応用経済学研究協会の調査報告が指摘するように，確かに
農村貧困階層の所得は上昇しているが彼らの工業製品への需要は「所
得の上昇の範囲を超えてjいるのである。消費行動は，単なる所得の関
数ではなく，消費者がかかわる社会的な関係をも反映する行為である。
農村おける雇用のあり方は，村民の教育の水準と密接に関連するが，
人々の教育に関する行動もまた，単純な所得の関数ではない。このよう
に考えると，上記のような1970年代以降の農村社会の「経済的J変容自
体，決して狭義の経済的要因によって説明されることはできず，農村社
会の社会経済的変容の過程が「インド経済の成長を支える農村Jを可能
にした重要な要因であるように思われる。
南インドのタミルナードゥの例に則していえば，次のような農村社会
の変動が問題となりえよう。
第 1に，村落の経済と社会を支配してきたハイエラーキカルな構造が
弱まり，下層階層の社会的経済的な力の増大が見られたことである。 19
世紀には，この地域の水田地帯村落は，バラモンなど高位カースト者を
中心とする村落のエリート階層が農地の多くの部分を所有し，人口の多 
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数を占める下層階層の過半は土地所有がなく，エリート土地所有者のも
とで農業労働者として雇用されるか，あるいは小作人としてその土地を
耕作してきた。しかし， 19世紀末以降，一方で高位カーストの土地所有
者が都市のホワイトカラー職への就業などのために農村から都市への移
動を開始し，他方で，農業労働者階層は，プランテーションへの出稼ぎ
などを通して次第に地主階層の掌握から自立する傾向を強めていった。
土地所有の面でも， 19世紀に見られた上位カースト成員による土地所有
独占の構造は， 19世紀末以降，バラモン土地所有の減少，かつて土地所
有のなかった被差別カースト(後の「指定カースト J)や後に「後進階
級jと区分されるカースト成員などによる零細な土地所有の獲得が顕著
に進んだ(柳津 1991)。もちろん，高位カーストの土地所有者はなお
農地の過半を持ち，また，植民地下の農業の商業化の結果，新たに非農
業的利害による大規模土地所有の獲得などの傾向はあったが， 20世紀前
半には，村落における上位カーストの土地所有者の支配力の低下と，下
層階層のエンパワーメントが進んだことは間違いない。
独立以降もこの傾向は続き，さらに不十分で、はあったが進められた土
地改革の影響もあって，下層階層の自立性が強化された。旧来の土地な
しの指定カーストの人々には，小作地を獲得するものや零細にせよ耕地
を入手する者も現れ，またかつての隷属的な長期雇用の関係は次第に消
滅して，日雇い労働関係が中心となった。また， I後進階級」の人々は，
かつては多く土地無しの小作人であったと思われるが，耕地所有を拡大
するほか，村落から都市へ移出する高位カーストに代替して，農業の革
新を進める中核的な農業経営者階層として， I緑の革命」を推進していっ
た。
こうして，かつての土地無しの階層の社会的経済的な地位の上昇によ
り，農業生産増進の成果が村落人口の多数を占める下層階層にある程度
は均需する構造が作られてきたといってよいだろう。 
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第2に，こうした村落の階層的な構造の変容は，同時に，それぞれの
階層のライフスタイルの変化や消費パターンの変化を伴った。 19世紀の
南インドの場合，例えば食事の内容や摂り方，衣服など，上層階層と下
層階層の問の消費のパターンは非常に異なっていた。経済条件などに
よって規定されている側面がもちろんあるが カーストとしての習慣や
制限もあった。特に， 19世紀末の史料は，被差別カーストの場合は上位
カーストによって衣服などに関して厳しい規制が課されていたことを示
している。 20世紀に入って こうしたカーストと消費のパターンとの関
係はゆるみ始めた。下層カーストの聞に 例えばそれまで上位カース
トが主として消費していた米やコーヒーを消費する習慣が広がり，また，
上位カーストによって禁止されていた衣服を被差別カーストが着用する
などの変化が顕著となっていった。こうした下層階層の消費の変化は，
上記のような，村落社会における下層階層の社会経済的な自立の過程と
密接に関連している。消費パターンは 単に経済的な条件で決まるもの
でなく，むしろ消費者の社会的位置を表示するものとして，象徴的な意
味をも与えられていたといえよう(柳津 2004)。前述のインド応用経
済学研究協会が指摘するように 貧困層が「所得の増大の範囲を超えてj
耐久消費財を購入していることは，その背後にある村落社会にある既存
社会秩序の変動との関連で理解されなくてはならないだろう。
消費の変化は，耐久消費財需要に現れるだけではない。食事の内容に
ついては，所得の増大と晴好の変化によって，エンゲル係数が低下し，
穀物消費が減少して食用油・野菜・ミルクの消費が増大したが，下層階
層では油・野菜・ミルク消費の増大は特に顕著で，階層間の食物摂取の
差違は急速に狭まっていることが報告されている (Kumaret al.2007)。
石鹸や歯磨きの普及など日常消費財の変動，底辺階層からの教育サービ
スへの需要の拡大，家屋の新築や改築，寺院参詣や旅行の普及，結婚式
の普及など，広い範囲での工業品やサービスへの新たな需要が，単に所 
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得の増大の範囲を超えて，社会的な現象として起こっているように思わ
れる。こうした，下層民を含んだ村落社会における日常・非日常の生活
全体を通しての生活と消費の多様化が，農村内外の新たな工業活動や
サービス活動を支える重要な基盤となっていると推定される。
第 3に，農村の人々が農業のみでなく非農業業収入をも得るように
なったことが，農村地域の購買力や多様な経済活動を支えているが，そ
うした人々が作り出す新たなリンクもまた，農村社会の社会経済構造の
歴史的な変動によって支えられている。かつて，被差別カーストの農業
労働者層が海外のプランテーションに出稼ぎをしようとしたときに，土
地持ちの農業経営者層は，必要な労働力の流出を阻止するために，労働
者への前貸し金を挺子にして，彼らの海外流出を阻止しようとした。自
由な移動や職の選択は，決して自然に実現するわけではなく，村落の支
配的な秩序の変動を伴いつつ，それを前提にして可能になるものであろ
う。前述のように， 1970年代以降，農村労働者の階層から多くの人が，
レンガ製造や建築業など農外の職に就くようになったことを指摘したが，
その背景には， I日来の村落支配体制の弱化があることは間違いないであ
ろう。
以上のように， 1970年代以降のインドの農業経済や農村経済の変化は，
農村社会の構造的変容によって大きく支えれていると推定されるが，な
おその一部は仮説の域を出ない部分があることは事実である。そこで，
以上の想定を念頭において，筆者が長期に調査を行ってきた南インドの
村落を事例を分析することを通して，仮説の検討を行おう。筆者は， 19 
世紀以降の南インドのタミル地域の農村社会の長期変動を考察してきた
が，その一環として， 1979-81年に一村落の調査を行った。同村につい
ては，現在 (2008年)再調査を行って， 1981年以降の同村の変動を追究
している。現時点で再調査は進行中であるが，現時点で得られたデータ
を元に，いかなる変化が想定されるか，中間的な報告をしたい。従って， 
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データのサンプル性 正確さには現時点では大きな問題があり，極めて
暫定的な観察報告であることをあらかじめ断っておきたい。 
N.南インド村落の社会経済構造の長期変動と新たなリンクの形
成・拡大 
( 1 ) 調査村落の概要
調査村落のA村は，南インドのテイルチラーパッリ県ラールグデイ郡
の水田地帯にある。 A村は，岡県の中心都市，テイルチラーパッリ市か
らパスを利用して30分~40分ほどで到着できる距離にあり，現在では都
市近郊農村といってよいだろう。後に見るように，この村からも多数の
住民が岡市内で勤務するために通勤している。この村と同市の聞には，
南インドでも極めて著名な二つの大寺院(シュリーランガム寺院とテイ
ルワーナイコーヴイル寺院)があり，それぞれが大寺院を中心に門前町
を作っている。 
1980年時点での村落の住民のコミュニティー構成は，第 4表のごとく
である。この表に示すごとく，村落人口の約半分を占めて，一番大きな
第 4表 A村の村民の構成
世 -TH仔まa 数 
@{~ ツ フ イ コニ ア イ ア 32 26 
⑤ム ト ラージヤ 
ナ 一 ダ jレ 
ア 一 サ 一 
199 
19 
13 
。指定カース ト 111 
⑨イスラム教徒 35 
そ の 他 35 
計 470 
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グループをなしているのは，ムトラージャというタイトルを持つコミュ
ニティである。このコミュニティーは行政上「その他の後進階級 
OBCJと区別される。次に大きなグループは， I指定カーストJ(被差
別カースト)で，この村ではPallarとPariarの二つのグループから成っ
ている。世帯数は多くはないが， Iピッライ・チェテイアjは村民の中
では有力なコミュニティとみられており，行政的には「先進階級Jとし
て扱われている。この村落に居住してはいないためにこの表には記載さ
れていないが，前述の大寺院の一つ，テイルワーナイコーヴイル寺院の
周囲に居住している約40戸のバラモン世帯は，この村の土地の半分近く
を所有する，最大の土地所有者グループをなしている。 
(2) 農業外の様々な仕事とのリンクの拡大
バラモン:農村・農業から離脱して ホワイトカラー職へ
第 1図に示すように， 1925年には，テイルワーナイコーヴイル寺院の
近辺に住むバラモンは，この村の耕地の約半分を所有し，耕地15パーセ
ント近くをもっ同寺院とともに，最も重要な土地所有者のグループで
あった。彼らの大半は，一方で同寺院の僧侶であるとともに，所有地の
一部については村内の隷属的な被差別カーストの雇用労働者を使役して
農業経営を行い，一部についてはムトラージャなどの小作人に耕作を行
わせて小作料を収集していたと思われる。
前述したように，タミル地域のバラモンは19世紀末以降，教員，弁護
士，公務員などホワイトカラー職に就くためや子弟の教育のために，農
村地域から都市に次第に移住し始めるとともに，農業経営から離脱して
土地を小作に出すようになった(柳津 1991)。この傾向はさらに強まり，
バラモンは所有する農地を減らし始めた。このA村でも，第 1図が示す
ように，バラモンは1925年以降，所有農地を減らしている。それでも， 
1980年時点ではかなりの土地をA村内に所有していたが，所有するパラ 
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第 1図 A村の土地所有の変動 
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〈注)r村民」の中には，近隣村民も含む。
モンの大半は，子弟に大学教育を与え，テイルチラーパッリ市内外のホ
ワイトカラー職やエンジニア職を主たる収入源とするようになっていた。 
2008年の時点での再調査は行われていないが，同村の土地所有台帳の
暫定的な分析によればバラモン世帯の所有地は1980年以降も減少を続
けており，バラモン階層の農村・農業からの離脱と都市雇用者化の傾向
は，一層進展していると思われる。
ピッライ・チェテイアー:大規模工場熟練工・小規模営業との兼業農業
化
ピッライ・チェテイアーのタイトルをもっ世帯は 村民の 1割強を占
めるに過ぎないが ほとんどの世帯は かつては小規模とはいえ農地を
所有し，それを経営する小規模農業経営者であった。土地所有者の少な 
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かった村落居住民の中では，有力な村民と見られていた。前述のように，
これらのコミュニティは， r先進階級」として扱われている。これらの
コミュニティの世帯は，すでに 1980年の段階で，二つの方向で農業外の
職業とのリンクを作りつつあった。第一に，子弟を，町の私立の(しば
しば寄宿制の)学校に通わせ，よい成績でSSLC(Secondary School 
Leaving Certificate)の資格を取得させて，熟練工養成学校やポリテク
ニックスと呼ばれる監督職養成学校などを修了して大規模工場の熟練工
や監督職に就職させるルートである。事実， 80年の段階で，このコミュ
ニテイのかなりの数の世帯には，テイルチラーパッリ市内にある国営の
重電機工場や兵器工場などに，熟練工や監督職として就職し通勤する者
がいた。第 2の方向は，村落内あるいはその近辺で農業外の小規模営業
を行うことである。例えば，村内の精米所，商庖，映画館などは彼らの
経営で，そのほかにマッチ工場を始めたものもいたが，それは失敗した。
このように，ピッライやチェテイアーも非農業の職とのリンクを早い時
期から作り始めたが，この村が都市近郊にあることが一因であろうが，
農業経営を継続しながら非農業的勤務や営業を続けるという兼業農業の
方向をとっている。
ピッライ・チェティアーについても再調査は進んで、いないが，こうし
た方向は， 1980年以降も基本的には継続していると推定される。子弟の
非農業職への就業の進展とともに，彼らの一部は，都市への通勤をしな
がら農地を新たに購入して農業経営をも拡大していることは興味深い。
他方で，こうした非農業部門に就業し得なかった世帯では，零細な耕地
の農業経営を続けているが その社会経済的な地位はかつてより低下し
たように思われる。
ムトラージャ:小作人から農業経営者へ，さらに非農業雇用へ
ムトラージャのタイトルを持つ世帯は，村民の半分近くを占めるから， 
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その動向は村民の基本的な動向といってよいだろう。かつてこのコミュ
ニテイの多くは，バラモンなど土地所有者の農地を借地して耕作する小
作人であった。前述のように この村の農地の半分を所有していたバラ
モンが土地所有を減らしつつ農業と農村から離脱してゆくとき，それら
の農地を購入し，進取的な農業経営者として経営を拡大していったのは，
このムトラージャ世帯であった。もちろん，独立以降の過程で，小作人
の地位を失って農業労働者化していったムトラージャ世帯も少なくない
が，そうした世帯を含めて， 1980年におけるこのコミュニテイの特徴は，
その「農業性」にあったといってよいだろう。 1980年には，農業を主と
する世帯が72パーセントを占めていた。大規模な農業経営を行っていた
ムトラージャ世帯の場合は， SSLSを良い成績で取得しても，他のコ
ミュニテイのように，大企業や公務員職への入口であるEmployment 
Exchangeへの登録をしないで，農業経営に専念してゆく場合も少なく
なかった。 
1980年以降の変動は，顕著である。 2007年には農業を主とする世帯は
半減以上に減少し 3割程度の世帯のみが農業経営や農業日雇い労働を
主たる職業としている。世帯の半数以上では，非農業の諸職業が主な収
入源となっている。主な農外職業は， (1)建築業，レンガ製造， (2)ミルク
生産・販売， (3)運転手，機械工，配管工， (4)大規模国営工場の監督職，
看護婦，教師，軍人，シンガポールで電気工， (5)商庖，喫茶庖，である。
指定カースト 
19世紀のタミル地域において，被差別カースト(指定カースト)の成
員は，土地所有者によって雇用される農業労働者であり，その中でも債
務関係によっても束縛された長期雇用の隷属的労働者の比率は低くな
かった。この村の指定カースト成員も，多くはかつて農業労働者であり，
隷属的な長期雇用労働者も少なくなかった。南インドでは，前述のよう 
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に，こうした農業労働者層の海外への出稼ぎなどを契機にして，労働者
層が，次第に農村地域の土地所有者層など支配的階層から自立する動向
も強まり， 20世紀前半には反カースト運動と結びつきつつ，社会的な運
動を形成しつつあった。この村の指定カースト層も， 1950年代に反カー
スト・反バラモン運動の一環として，農業労働組合を結成して，ストラ
イキを決行し，バラモンの土地所有者層から全体で50エーカー程度の土
地の小作権を組合が獲得した。組合は，指定カースト世帯に約0.5エー
カーずつの小作権を配分した。こうして かつては土地の所有権も小作
権もなく全面的に農業労働者としての雇用に依存していた指定カースト
成員は，この運動を通してわずかにせよ小作権を獲得し，小作経営を行
いつつ農業賃労働に従事するという形態になった。さらに，他のタミル
地域と同様に，自立性を強め小作地を獲得した指定カースト成員からは，
零細な農地の所有権を獲得するものも現れた。
この村落でも， 1970年代から新たな農業技術の導入が顕著であった。
井戸の増大に伴ってサトウキピやバナナの栽培が拡大するなど，旧来の
農閑期における農業労働需要も増大した。また，農閑期に他の村落にお
ける農業労働に従事する農業出稼ぎも増大した。さらに，村内で余剰と
なった稲藁を近隣都市の乳牛飼育世帯の飼料として販売する事業に従事
する指定カースト成員も増大した。こうして，指定カースト世帯にとっ
ては，零細とはいえ小作地の経営，一年中ある農業労働需要，非農業の
営業など，多様な就業チャンスが増大し，農村の労働市場はタイト化し
ていった。さらに，指定カーストからも，大規模工場の熟練工を含めて，
都市雇用に進出するものも着実に増大していった。
村内の土地所有経営者によれば，かつてのように長期雇用の農業労働
者になることを希望する指定カースト成員はほとんどなく，労働者達は
労働条件をめぐって様々な要求を行うなど，自立的な傾向を強めている
と，いう。 
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このように，農業労働者は，村落の支配的な土地所有階層からの社会
経済的な自立性を獲得する歴史的過程をへて，農業生産の変動や非農業
就業のチャンスの増大を通して，農業労働賃金をはじめとする労働条件
の改善を勝ち取っていった。 1980年代の農業労働賃金の上昇は，このよ
うに長期の歴史的社会的な村落社会の変容を前提としているといえよう。
こうした1980年代に見られた傾向は 1980年代以降も基本的には変わっ
ていないと推定されるが，この点は指定カースト世帯の再調査によって
判断したい。 
(3) 移動:住宅地化する都市近郊農村
農村地域が多様な非農業的活動と結合し始めたことを述べたが，本調
査地域のような都市近郊農村の場合都市への通勤者用の住居地の拡大
もその一つである。 1980年にはそうした例は皆無で、あったが，その後，
村の道路沿いの集落に，主として農外の諸職業に従事する村外の人々が，
都市への通勤の便利さのゆえに住宅を建てるケースが，激増した。その
集落では，数十の世帯が，村外から流入した。都市の徴税関係の高級公
務員，ソフトウェア・エンジニア，教師，空港勤務者や，家族成員に海
外での勤務者のいる世帯など，多様である。特定のコミュニティに偏る
ような状況はみられない。都市から遠隔地にある村落から，都市に近い
この村落に移動してきた者が多い。
他方，この村落から，遠隔地域への移動は少ないが，マレーシア， ド
バイなどへ行くケースが数件ある。村民の多くを占めるムトラージヤ・
コミュニティからも そうしたケースは出ている。 
(4 ) 上昇のチャネルとしての教育:階層と教育との関係の流動化
村内の学校の数も増大した。 1980年には 2校の小学校のみであったが， 
2007年には 4校に増えた。 
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さらに，村内からテイルチラーパッリ市やラールグデイ町の小学校や
中学校にパスなどを使って通学する生徒・学生が顕著に増えている。特
に注目されることは 1980年には子弟に教育をつけることや非農業的雇
用に就けることに余り熱意を示さなかったムトラージャ・コミュニテイ
や，指定カーストの世帯からも，男子のみならず女子についても，村内
でなく遠隔地の公立私立の学校に通わせているケースが著増しているこ
とである。 1980年には，大学教育を受ける者はこの村の関係ではほとん
どバラモンに限定されていたが， 2007年には，ムトラージャや指定カー
スト成員へも大学教育が広がっている。 
(5 ) 生活と消費の多様化:さまざまな商品やサービスへの需要の増大 
1980年以降の生活や消費の変動は，非常に顕著である。 
(a) 特に大きな変化は，家屋の新築である。 1980年には指定カースト
の世帯の居住する家屋のほとんどはバナナの葉で葺いた屋根で，瓦屋根
やコンクリート屋根の家屋は 2-3軒にとどまった。政府の補助政策
もあって， 2007年には指定カースト世帯の 6割以上は，レンガ壁の瓦・
コンクリート葺きの家屋になっている。
前述のように， 1980年代以降の農村地域の非農業雇用の中でレンガ製
造や建築業は極めて重要で，この村落でもレンガ製造や建築業に従事す
る人は多いが，こうした村落内の家屋建築の急増は，都市部における建
築ブームととともに これらの職の顕著な増大の重要な基盤となってい
ると推定される。 
(b) 村落が設置する上水道がほぼ全戸に配管されるようになったこと
も， 1980年以降の重要な変化である。先に，村民には配管工に従事する
者がいることを述べたが，そうした職業の成立も村落水道の設置と関連
があろう。また，家庭用の電力についても大半の世帯に配線が行われて
おり，後にみるテレビなとやの電気製品の普及を支えている。また，家庭 
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燃料は，かつては主として薪・炭と牛糞であったが，急速にプロパン化
がすすんでいる。 
(c) 村内の主要道路が舗装されたことも 重要な変化である。かつて
未舗装の道路の時期には 雨季にはバイクや自動車の往来が困難であっ
たが，舗装によって村内へのバイク・自動車の移動が極めて容易となり，
次に述べるバイク所有者などの増大を可能にしている。 
(d) 1980年には，少数の村内の富裕層のみが自転車を所有していた。
いまや自転車はほとんどの世帯が所有しており ステイタ・スシンボル
は自転車からバイクに替った。村内の約 2割の世帯がバイクを所有して
いる。それ以外に，村民が所有する乗用車が4台あり，そのほかに 1台
のローリーの所有者がいる。 
(e) 耐久消費財の普及
前述のインド応用経済学研究協会の調査からも推定されるように，こ
の村の村民の耐久消費財の所持率は，かなり高い。ムトラージャの47世
帯のうちの所持世帯は，次の通りである。自転車 44，ラジオ 44，テ
レビ 27，扇風機 43，携帯電話機 12，固定電話 12，モーターバイ
ク 8 ，瓦葺の家屋 16である。つまり，自転車，ラジオ，扇風機はほ
ぼ全世帯に普及し，テレビも 6割に普及しているが，家屋については，
瓦葺きの比率はまだ低い。
指定カーストの世帯への耐久消費財の普及率は それより低い。 79世
帯のうち，自転車 33，ラジオ 43，テレピ 31，携帯電話機 8， 
モーターバイク 3 ，であるが，瓦葺き家屋は 6割を超えている。
しかし，耐久消費財がまったくない世帯は，指定カースト世帯に27世
帯つまり約 4割存在することは，後に見るように重要である。 
(f) 日常的消費・生活スタイルの変化
インドにおける食物摂取における階層的な差異が縮小していることは，
すでに前述した。特に，上層と下層との間に顕著な差異のあった，野菜， 
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果物，乳製品，肉消費，食用油なと守について，その差異は非常に縮小した。
また，井上貴子氏のタンジャーヴール県村落での調査によれば，浴用
石鹸，洗濯石鹸，歯磨き粉などの消費は， 1980年代から村民間で普及し
ていった。この村落でも同様と推定される。
また，この村の中に，結婚式場が開設された。この詳細については，
今後の調査に待たなくてはならないが，多数の人を集めて結婚式をおこ
なう慣習が村民間に広がったのであろうと推定される。 
v.まとめて
以上の議論をまとめよう。
第 1に，インド経済が1980年ごろから 5-6パーセントの経済成長を
開始した重要な要因として，農業生産が増大し，農村地域が工業やサー
ビス部門への重要な市場として拡大したことがある。農村地域が，それ
らの商品・サービスへの需要を拡大した最重要な要因は， I緑の革命J
を経て農業生産が上昇し，農村地域の購買力の全体的な上昇や，農村地
域の非農業の雇用・就業機会の増大が見られ，その結果としての農村労
働市場のタイト化を通しての農業労働者の実質賃金水準上昇や，下層階
層を含めた村落住民の購買力の上昇が生じたことである。
第 2に，農業部門が他の部門の消費を増大させて強まった農・工・
サービスの 3部門間のリンケッジは，農村地域の住民が非農業的就業を
も行うという，農村の就業構造における 3部門間のリンケッジの強化に
よって支えられている。さらに，農村と都市との多様なリンクや，移動
の拡大が，それを支える。リンクの多様化と豊富化は，インド経済成長
を支えてきた。
第 3に，村落の経済社会を支配するハイエラーキカルな構造が弱まり，
かつての土地無しの階層の社会的経済的な地位の上昇により，農業生産
増大の成果が村落人口の多数を占める下層階層にある程度は均需する構 
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造が作られてきたこと こうした村落の階層的な構造の変容は，同時に，
それぞれの階層のライフスタイルの変化，消費パターンの変化を伴い，
下層民を含んだ村落社会における日常・非日常の生活全体を通しての生
活の多様化が，農村内外の新たな工業活動やサービス活動を支える重要
な基盤となっていること， 1970年代以降，農村労働者の階層から多くの
人が農外の職に就くようになったが，その背景には，旧来の村落支配体
制の弱化があることである。
第 4に， 1980年以降の農村社会の変化，例えば家屋の改築，教育の拡
大などは，工業・サービスへの新たな需要を創出したり，需要の増大を
もたらしたと推定される。
第 5に，こうした過程は，農業を基礎に作られてきた社会集団間の関
係が変化し，流動化する過程でもある。教育を通ずる上昇など，選択の
機会やチャネルは多様化し増大したが，その選択や実現は個人・家族単
位で行われる。そうした過程で 上昇のチャネルに乗ることのできない
世帯は，社会の底辺をなす貧困層として，残るのでないだろうか。調査
村落の中の指定カースト世帯の約 4割は，全く耐久消費財を所有してい
ないことが示唆するように，人口の 2割-3割は停滞的な貧困層として
残るように思われる。 12-3割の貧困の壁jが，今後いかに打破され
うるかが，インド経済の長期的変動にとって規定的に重要であるように
思われる。
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